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船橋市議会議員（市民民主連合） 

浦 田 秀 夫 通 信 

 

介護施設スタッフの定期検査実施を 
令和 2年第 4回定例市議会の一般質問で、新型コロナウイルスの感染が過去最高の水準に達し、全

国各地で介護施設や医療機関でクラスターが発生している状況を踏まえ、介護施設・医療機関のスタ
ッフなどの定期検査、発熱外来指定医療機関の指定状況と公表について、受診者が減少し経営が困難
になっている一般医療機関への支援、新型コロナウイルス感染症対応医療従事者慰労金などについて
質問しました。 

新たな入所者検査を評価 
市長は、第 3回定例会で、感染リスクの高

い高齢者施設などに新たに入所する方に、市が
PCR検査を行い施設にウイルスを持ち込まな
い体制を強化すること。介護施設や病院などリ
スクの高い方が入所、入院しているスタッフの
方に 2週間に 1回定期的に検査することを検
討していることを明らかにしました。 
この内、高齢者施設や障害者施設に新たに入

所する人を対象に、行政検査として、12月 1
日から令和 3年 3月 31日まで、220施設、
3,555 人を対象に PCR検査を実施することを
発表しました。 
 高齢者施設等にウイルスを持ち込まない体制
を強化する観点から高く評価しました。 

スタッフの定期検査年内実施を 
介護施設や病院などのスタッフの方に対する

定期検査についての進捗状況について質問しま
した。 
市は定期検査を実施するためには、従来の検

査手法では困難な状況であることから、複数人 
をまとめて検査するプール方式を認めるよう国 

に要望している。 
プール方式が認めら 
れた場合、すぐに動 
けるよう検体採取の 
方法や職員体制のシ 
ミュレーションを行 
っていると答弁しました。 
感染拡大が続く中、躊躇している段階ではな

いとし、遅くとも年内には介護施設や病院など
リスクの高い方が入所、入院しているスタッフ
の方に 2週間に一回の定期検査ができるよう
準備を進めることを求めました。 

保健所との業務切り分けを 
世田谷区では社会的検査体制の構築にあたっ

ては保健所の負担を増大させないため、従来の
PCR検査はこれまで通り保健所が担当します
が、新たに始める社会的検査は、保健所とは別
の保健福祉政策部が担当し、業務体制を切り分
けしていることを紹介し、船橋市でも検討する
ことを求めました。 
市は新たな検査手法や体制について、まずは

保健所で取り組むが、世田谷の取り組みについ
ても研究したいと答弁しました。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

足らない発熱外来の指定 
千葉県は、新型コロ 

ナウイルスとインフル 
エンザの同時流行期に、 
発熱患者などが地域の 
医療機関で適切に診療 
・検査を受けられるよう医療機関の発熱外来の
指定を行っています。 
 11 月 18日の新聞報道によれば、指定され
た医療機関は厚労省の発表で、千葉県は 346
施設で１医療機関あたりの人口は 1万 8.000
人で全国最多となっています。 
千葉県は指定医療機関も含め診察可能な医療

機関は 819施設としていますが、それでも全
国平均 5,134 人を超える 7.637 人です。 
市内における発熱外来指定医療機関の指定は

十分なのか、指定医療機関を増やすために市独
自の補助金・支援金を出す考えはないか質問し
ました。 
市は、独自に医師会と協議し、不足が起こら

ないよう具体化することや市独自の支援金につ
いても意見交換すると答弁しました。 
また、県は指定医療機関名の公表をしない方

針ですが、市民の利便性を考えれば公表した方
が良いのではないか、公表するよう県に働きか
ける考えはないか質問しました。 
市は、市民の利便性を考え、公表するよう県

に働きかけていくと答弁しました。 

一般医療機関への支援も 
新型コロナウイルス感染患者受け入れ医療機

関のみならず、受診者が減少し経営が困難にな
っている一般医療機関への支援について質問し
ました。 
「日本病院会」などが 8月に発表した「新型
コロナウイルス感染拡大による病院経営状況の
調査」の結果によると 6月分収支で「赤字」と
した割合はコロナ患者受け入れ病院 82.1%、
受け入れのない病院でも 60,8%でした。 

 

基本的には国、県が行うべきことですが、市は
こうした現状をどのように把握しているのか、
また、市独自の支援策を実施する考えはないか
質問しました。 
 市は、一般病院の経営状況が厳しくなってい
るのはご指摘の通り、市独自の支援は考えてい
ないが、国、県に支援を働きかけていくと答弁
しました。 

分断持ち込む医療従事者慰労金 
市は、新型コロナウイ 

ルスの感染拡大・収束に 
向けて、対象医療機関で 
業務に従事した医療従事 
者等に対し、国の制度に 
上乗せして一人当たり 10万円を支給すること
を決定しました。 
 対象者は、2月 6日～9月 30日に 10日間
以上勤務した医療従事者等としていますが、委
託業者、派遣労働者は除くとされています。 
しかし、医療現場からは、直接雇用の医療従

事者に限るというのは差別的で、医療現場に分
断を持ち込むとの声が上がっています。 
直接雇用かどうかにかかわらず、すべての医

療従事者に支給することを質問しましたが、市
からは前向きな答弁はありませんでした。 
医療現場はチームとして感染者に対応してい

る訳ですから、現場に分断を持ち込む慰労金の
支給は問題として、平等な支給を強く求めまし
た。 

ひとり親家庭特別給付金 
年内再支給へ 

ひとり親家庭へのさらなる支援については、
「臨時特別給付金」を政府に先駆けて、市独自
に再度支給することを求めるものでした。 
質問当日、政府が年内に再度支給する方向で

調整に入ったとの報道がありましたので質問は
しませんでしたが、年内支給に向けた準備を進
めることを強く要望しました。 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コロナ禍、行財政改革の凍結を 
市民生活や事業者を 

支援するために、政府 
や自治体では定額給付 
金やひとり親世帯への 
臨時特別給付金、持続 
化給付金、家賃支援給付金など様々な対策を講
じています。 
政府はこうした対策の財源を確保するために

国債を大量に発行しています。 
将来こうした国債の償還に懸念はあります

が、今はともかく市民の生活や事業を支援する
ことを最優先にしています。 
一方で船橋市は、将来の財源を確保するとし

て、行財政改革を最優先に公共施設の使用料、
国民健康保険料、霊園管理料、下水道使用料な
どの値上げをしました。これはコロナ禍、市民
生活支援を最優先することに逆行しています。 
これらの値上げは、撤回すべきと思います

が、今回はそのことは求めません。 
せめて、令和 3年 4月から施行される公共

施設の使用料値上げや、令和 3年 8月から施
行される「ひとり親世帯医療費助成」の対象者
の削減、これから予定している各事業の見直し
の内、市民生活に直結する事業については、コ
ロナ終息まで凍結、延期を検討すべきではない
か質問しました。 

凍結や延期は考えてはいない 
市は、感染が拡大する中、行き先の不透明

さやコロナの影響による経済活動への打撃、
市税の徴収猶予等により、次年度以降は税収
の大幅な落ち込みが確定的な状況となってお
り、市の財政状況はますます厳しくなってい
くことが予測される。 
将来にわたり安定的な市民サービスを提供し

ていく責務があり、国とは異なり国債の大量発
行ができるような環境にはなく、様々な改革に
できる限り早期に取り組んでいく必要があり現 
段階で、行財政会改革の凍結や延期を行うこと 

は考えてはいないと答弁しました。 

市民生活支援を最優先に 
再質問で、行き先の不透明さやコロナの影響

による経済活動への打撃、次年度以降の税収の
大幅な落ち込みは船橋市だけの問題ではなく、
税収の大幅な落ち込みに対しては、国が地方交
付税などで補填しない限りどの自治体も成り立
ちないと指摘しました。 
コロナ収束まで延期、凍結することによっ

て、将来の財源捻出に如何程の影響が生じるの
か、今は市民生活を支援することを最優先すべ
きとし、市の答弁は世の中が見えていない答弁
と質しました。 

批判があっても進めると答弁 
答弁に立った市長 

は、コロナ禍の状況で 
非常に困っている人も 
そうでない人もいる。  
行財政改革を全面的にストップして延期した

らどうかという提案だが、今後安定した市民サ
ービスを提供するために財政基盤をしっかりし
ていくことが使命と思っている。支えるべき所
はしっかり支えながら、市長として色々批判を
受けても進めていかなければならないなどと答
弁しました。 
 行財政改革を全面的にストップして延期した
らどうかという提案ではなく、ひとり親世帯医
療費助成対象者の削減など、市民生活に直結す
る事業については、コロナ終息まで凍結、延期
を検討すべではないかと提案しているにもかか
わらず、市長の答弁は質問の趣旨も理解せず、
世の中も見えていない答弁でした。 
 

 

 

パートナーシップ制度開始の陳情を採択 
同性カップルなど二人の関係性を婚姻と同等

であると認めた上で、各自治体独自の証明書を
発行する「パートナーシップ制度」を始めるこ
とを求める陳情が、自民党を除く賛成多数で採
択されました。 



 
主な議案の内容 

 市長から提出された主な議案の内容を紹介し
ます。 

児童ホーム体育館にエアコン設置 
 令和元年の 9月議会に市民から陳情が出さ
れ、採択された児童ホームの体育館にエアコン
設置について、今回の補正予算で新型コロナウ
イルス対策として、まだ設置されていなかった
14の児童ホームに設置されることになりまし
た。 

市営デイサービス２箇所を廃止 
現在、市が設置してい 

る 5箇所のディサービス 
センターの内、指定管理 
者の応募がなかった西と 
三山のディサービスセン 
ターを廃止する条例が出されました。 
高齢の利用者にとって、廃止に伴う環境の変

化による心理的、肉体的負担が大きいとして、
廃止するにしても経過期間が必要、現在の事業
者と指定期間を 1年間延長するよう協議する
ことを求めましたが、市はこれを受け入れませ
んでした。 

ひとり親世帯の医療費 
助成対象者を削減 

県の制度改正に伴い行財政改革の観点から見
直しを行うもので、主な改正は助成対象の所得
制限限度額を 272万 2千円から 230万円に
引き下げるものです。 
この改正によって助成対象から外れる親が

401人、高校生が 153人で、対象外になる方
の負担増総額は 2億 1,888 万円となります。 
新型コロナウイルスの感染が再び拡大する

中、長引く生活苦に直面しているひとり親家庭
の支援が必要な時であるとして、条例改正の施
行を 1年間延期することを求めましたが、市
はこれを受け入れませんでした。 
 
 

アリーナ等の指定管理者を変更 
 船橋総合体育館（アリーナ）及び武道センタ
ーを管理・運営する指定管理者が、これまでの
市の外郭団体「文化スポーツ公社」からコナミ
スポーツ株式会社を代表者とする「ふなばしス
ポーツ健康パートナーズ」に変更されました。 
 指定管理者は、公募によって選定されたもの
ですが、審査評価点の差はわずかなものでし
た。これまでの指定管理者「文化スポーツ公
社」の職員の雇用や下請け業者の継続が懸念さ
れます。 
 利用者の拡大、利便性の増大につながるかど
うかも注目していきたいと思います。 

医療センター建替 
開院は令和8年に延期  

 令和 5年末の開院を 
目指していた医療セン 
ターの建替事業は、移 
転予定地である海老川 
上流地区区画整理事業 
の事業計画が変更されたことから、今年度と来
年度予定していた設計業務の発注を見送る補正
予算が出されました。 
新たな開院予定は令和 8年とされています

が、区画整理事業内に設置予定の東葉高速鉄道
新駅の整備費に 50億円、変更された区画整理
事業の市負担金が 56億円、病院用地購入や建
替事業の企業債（借金）約 435億円の償還
（返済）の市負担金（年 6億円、35年間）な
どの財源が必要となっています。 
新型コロナウイルスの感染拡大の影響で市税

の大幅な落ち込みなどが予測されており、これ
らの財源確保が大きな課題となっています。 
 また、移転用地は豪雨時の浸水や大地震時の
液状化なども懸念されており、これらの対策工
事も必要となっています。 

 

 

転居のお知らせ 

転居先 〒274-0064 船橋市松が丘 3-49 
北習志野グリーンハイツ 2-207 

 
 


